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図 1 から，わが国の高等教育費の財源は，1988 年までの政府支出が家計負担よりも大きかっ
た前半期と後半の家計負担が政府支出を凌駕する時期に区分できる（丸山，2007）。しかし，
近年，家計支出は停滞傾向にある。1990 年代以降の平均所得の伸び悩みを反映して，2005 年




て学生の 38.6％が JASSO から貸与奨学金を借りている。 
しかし，デフレによる大不況から始まった平成の時代は，2008 年のリーマン・ショックを経
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2 に，図 1 の 3 つの負担区分の総額を 100％にしたときのグラフを示す。大学に対する政府支






政措置について」平成 26 年予算ベースで教育再生実行会議第 3 分科会（第 1 回：平成 26 年




図 3 大学に係わる財政措置と家計負担：平成 29 年度予算ベース 
 
総じて，わが国の大学に係わる財政規模は， 供給サイドの基盤的経費として国立大学運営費
交付金 1 兆円，学生支援として JASSO 奨学金が同額の 1 兆円，そして需要サイドの家計負担
が 3 兆円である。JASSO の貸与奨学金の内訳は，一般会計からは 880 億円にすぎず，政府金


















 実際，2001 年の「骨太の改革」以後に，21 世紀 COE を始めとして国公私を通じた大学教
育再生加速プログラム，スーパーグローバル大学等事業，国立大学改革強化促進事業，地（知）
の拠点整備事業，そして私立大学等改革総合支援事業まで様々な公募申請型補助金が走ってい
る。ここで，図 4 によって国立 86 大学の，2006 年から 2015 年までの補助金受入額の推移を
見てみよう。データは，『国立大学法人財務諸表』に記載される補助金明細書である。 
 
図4  国立86大学の補助金の推移：2006-2015 
 
図中，パーセンタイル表示は，86 大学の補助金総額を最小値から最大値に並べ替え，最小値
から数えて全体の％に位置する大学の値である。図 4 では，四分位数に q10 と q90 を加えてい
− 4 −
る。なお，補助金明細書には，文部科学省以外の官庁や自治体からの補助金も含まれる。また，




年と 2015 年について 86 大学の総額を求めると，運営費交付金が 1 兆 2,214 億円から 1 兆 110
億円に減じ，国立大学が獲得した科研費は 1,158 億円から 1,341 億円に増加する時に，補助金
は実に 117 億円から 1,124 億円へと 10 倍も膨らんで科研費並みの財政規模になっている。 
図 5 は，2 時点について東京大学の補助金を 100 とした場合の，国立 86 大学の補助金比率
の大小で順序づけしたものである。小林が 2008 年データを用いて，科研費と主要外部資金の
配分額が，運営費交付金や業務費等よりも一部の大学に集中していることを明らかにしている




図5 投資効率性，それとも格差拡大 ? 
 
ところが，2015 年では，膨らんだ補助金の集中度は科研費に接近し，特定大学への集中度が
強まっていることがわかる。実際，2006 年時点では，上位 45 大学で補助金全体の 90％を占め




















図 6 は，図 5 で用いた運営費交付金（X）と補助金（Y）の分布を 2 時点について国立 8 類型
別にプロットしたものである。両対数回帰式を見れば，2006 年では運営費交付金が 1％増える







図 6 で示した対数変換した結果である。参考まで，表 1 の右側に最小二乗法による係数を示し
ている。 
上段の実数を見れば，2 時点とも q10 から q90 まで分位点が大きくなるほど推定値は上昇し
ている。OLS 推定値を見れば，2008 年の係数は 0.010 だから，q25 と q50 の間にあり，2015
年の 0.175 は q75 と q90 の間にある。2015 年の OLS 推計値は，補助金が急増した q90 に引
き寄せられた値になっている。2008 年では 1 億円運営費交付金が高いと補助金は平均して 100








の分位点が小さい大学ほど，補助金の増加率が大きくなっている。2015 年では q10 の推計値











q10 q25 q50 q75 q90 (b)
2006年 0.006 0.009 0.011 0.013 0.012 0.010
2015年 0.106 0.100 0.141 0.167 0.200 0.175
N=86 Y=a+bX 単位：百万円．係数はすべて0.1％水準で有意．
分位点回帰推定（b） OLS
q10 q25 q50 q75 q90 (b)
2006年 1.194 1.192 1.045 0.929 0.733 0.989
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Public and private expenditure on education institutions
as a percentage of GDP by level of education (2013) 
Education at a Glance 2016: OECD Indicators - © OECD 2016
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学生納付金 授業料・諸経費 運営費、特に人件費 一般
寄付
基本財産収入







































２． 研究大学（博士大学 R1）の位置 
 
研究大学は高等教育機関の中で極めて特異な存在である。個別機関データベースである




研究活動）とするが，研究大学は 115（公立 81，私立 34）機関しかない。全米の高等教











博⼠⼤学―R1 81 5.0% 34 2.0% 115 2.5%
博⼠⼤学―R2 76 4.6% 31 1.8% 107 2.4%
博⼠⼤学―R3 38 2.3% 57 3.3% 17 1.5% 112 2.5%
博⼠⼤学 195 11.9% 122 7.0% 17 1.5% 334 7.4%
修⼠⼤学 272 16.6% 419 24.2% 63 5.4% 754 16.6%
学⼠カレッジ 100 6.1% 421 24.3% 38 3.3% 559 12.3%
学⼠/准学⼠カレッジ 99 6.1% 56 3.2% 221 18.9% 376 8.3%
准学⼠カレッジ 891 54.5% 36 2.1% 157 13.5% 1,085 23.9%
四年制専⾨学校 41 2.5% 605 35.0% 330 28.3% 976 21.5%
⼆年制専⾨学校 10 0.6% 64 3.7% 341 29.2% 415 9.2%
部族⼤学 27 1.7% 8 0.5% 35 0.8%
計 1,635 100.0% 1,731 100.0% 1,167 100.0% 4,535 100.0%
注：IPEDSより作成







他方で，学生数でみると研究大学は高等教育機関 4,535 機関の 19.9％（公立 23.5%，私
立 15.6%）を占める。これは研究大学が大規模大学であることを指し，大規模大学上位 100




















機関数 ⽐率 授与数 占有率 １⼤学当授与数 授与数 占有率
１⼤学当
授与数
公⽴ 医学あり 54 1.2% 22912 32.7% 424 23074 21.4% 427
医学なし 27 0.6% 9128 13.0% 338 3359 3.1% 124
公⽴⼩計 81 1.8% 32040 45.8% 396 26433 24.5% 326
私⽴ 医学あり 24 0.5% 9695 13.8% 404 11827 11.0% 493
医学なし 10 0.2% 2527 3.6% 253 981 0.9% 98
私⽴⼩計 34 0.7% 12222 17.5% 359 12808 11.9% 377
研究⼤学計 115 2.5% 44262 63.2% 385 39241 36.3% 341
4,420 97.5% 25747 36.8% 6 68713 63.7% 16










博⼠⼤学―R1 2,475,542 23.4% 554,614 15.6% 3,030,156 19.9%
博⼠⼤学―R2 1,166,020 11.0% 292,477 8.2% 1,458,497 9.6%
博⼠⼤学―R3 478,386 4.5% 378,337 10.6% 281,652 26.0% 1,138,375 7.5%
博⼠⼤学 4,119,948 38.9% 1,225,428 34.5% 281,652 26.0% 5,627,029 36.9%
修⼠⼤学 2,032,349 19.2% 1,308,427 36.8% 269,697 24.9% 3,610,474 23.7%
学⼠カレッジ 254,762 2.4% 577,915 16.2% 17,259 1.6% 849,936 5.6%
学⼠/准学⼠カレッジ 500,760 4.7% 62,090 1.7% 109,718 10.1% 672,568 4.4%
准学⼠カレッジ 3,599,906 34.0% 14,899 0.4% 84,804 7.8% 3,699,609 24.3%
四年制専⾨学校 66,596 0.6% 341,930 9.6% 186,382 17.2% 594,908 3.9%
⼆年制専⾨学校 6,164 0.1% 23,631 0.7% 132,170 12.2% 161,965 1.1%
部族⼤学 9,955 0.1% 2,739 0.1% 12,694 0.1%

































機関数 ⽐率 授与数 占有率 １⼤学当授与数 授与数 占有率
１⼤学当
授与数
公⽴ 医学あり 54 1.2% 22912 32.7% 424 23074 21.4% 427
医学なし 27 0.6% 9128 13.0% 338 3359 3.1% 124
公⽴⼩計 81 1.8% 32040 45.8% 396 26433 24.5% 326
私⽴ 医学あり 24 0.5% 9695 13.8% 404 11827 11.0% 493
医学なし 10 0.2% 2527 3.6% 253 981 0.9% 98
私⽴⼩計 34 0.7% 12222 17.5% 359 12808 11.9% 377
研究⼤学計 115 2.5% 44262 63.2% 385 39241 36.3% 341
4,420 97.5% 25747 36.8% 6 68713 63.7% 16






















































“Every Tub Stands on its Own Bottom”，つまり部局が独立採算であると言われてきた



















































































































ると，法律のスクールや（学士プログラムのない）ビジネス・スクールは，JD や MBA プ
ログラムが大きく，その収入がスクールの収入の大部分を占め，それがそのまま教員給与























































法律 － － ◎ △ －
文理学 ◎ ◎ － ◎（人文・社会） △
工学 ○ ◎ － － ○
医学 － ◎ ◎ － ○
ビジネス － ◎ ○ ○
教育 ○ ○ ○ ○（修士・Ed.D.）
































社会』第 26 巻。 
スローター・Ｓ，ローズ・Ｇ．（成定薫監訳）（2012）『アカデミック・キャピタリズムと
ニュー・エコノミー : 市場，国家，高等教育』法政大学出版局。 
Ehrenberg,Ronald.G.(2002).Tuition Rising. Cambridge: Harvard University Press. 
Geiger, Roger L. (1993). Research and Relevant Knowledge: American Research 
Universities Since World War Ⅱ. New York: Oxford University Press. 
Geiger, Roger L. (2004). Knowledge and Money: Research Universities and the 













ることを目的としている。州・地方政府の支出する高等教育費は 2016 年現在 888 億ドル（約
9 兆 8 千億円，1 ドル 110 円で計算）であり，このうち約 8 割が公立大学への一般運営費交付
金（state appropriations，以後，州交付金とする）として配分されている。残りの約 2割のう
ち 1 割は州奨学金，1 割は特別目的の研究助成・農業拡張プログラム・医学教育プログラム等
へ支出されている（SHEEO, 2017, 13）。州交付金をフルタイム換算学生数で除した学生一人









 米国の公立大学は多様な財源から収入を得ている。図 1 と図 2 はそれぞれ公立 4 年制大学
と公立 2 年制大学の 2013-14 会計年度の財源を示したものである。公立 4 年制大学は州政府
（20.6%）と授業料・納付金（20.6%）の割合が大きく，次いで連邦政府（13.5%）が多い。州
政府資金の占める割合は 2007-08 年には約 30%であったが，その後大きく低下している。一































出所：NCES (2015), table323より作成  
※数値はOperating revenue, Nonoperating revenue, Other revenues and additionsの総計に占める割合 








（Burke & Associates，2002）。 
 
表1 公立高等教育機関に対する資金配分モデル 















































































 全米州議会協会（National Conference of State Legislatures, NCSL）は「ある一定の予算を
パフォーマンス指標に基づき配分するためのファンディングフォーミュラを有している」州を
パフォーマンス・ファンディング実施州と定義している 2)。この定義には，表 1 でハーン
（James.C. Hearn）が整理した「初期パフォーマンス・ファンディングモデル」と「アウト
カム・ファンディングモデル」の両者が含まれている。NCSL の調査では，2015 年 7 月現在，
パフォーマンス・ファンディングを実施しているのは 32 州であり，準備中の 5 州を含めると
全州の 4分の 3がパフォーマンス・ファンディングを組み入れていることになる。公立 2年制





























（University of Tennessee System）が管理する 4 年制大学 3 校，②テネシー理事会
（Tennessee Board of Regent, TBR）が管理するコミュニティカレッジ 13校とテクノロジー・
カレッジ 27 校，③州立大学 6 校，④私立大学・カレッジ 34 校，であり，約 32 万人の大学生
が学んでいる（THEC, 2017,  27）。これらを調整しているのがテネシー州高等教育委員会で
あり，州の高等教育マスタープランの作成や州交付金の予算案の編成権限が与えられている。 
公立大学の平均授業料は近年大幅に上昇しており，2006-07 年から 2016-17 年の間に 4 年制
大学で 4,841 ドルから 8,977 ドルへ，またコミュニティカレッジでは 2,482 ドルから 4,224 ド
ルへ，テクノロジー・カレッジでは 2,057 ドルから 3,647 ドルへと上昇している（THEC, 
2017, 71）。 













げるため，2015 年までに学士号・準学士号取得者を累積で 26,000 人多く増やし，さらに
2025年までに 21万人多く増やすことが目指されている。この取り組みは「Drive to 55」と命
名され，2025 年までに中等後教育で得られる資格を有する州民が 55%を超えることが目標と
されている。同州では，2010 年以降，①テネシープロミス（TN Promise），②SAILS
（Seamless Alignment and Integrated Learning Support），③アドバイス TN （Advice TN），































者数(Degree and Certifications per 100 FTE)
フルタイム換算学生100人あたり準学士号・学士号を取得した学
生数
学士号・準学士号取得者数(Bachelor’s and Associate’s) 学士号および準学士号の年間取得者数。複数の学位を取得した者
については別々に計上。




博士号・法学学位取得者数(Doctoral / Law Degrees) 博士号および法学の学位取得者数。ただし医学・薬学は含まな
い。
研究・サービス(Research and Service) 間接経費の配分が行われる活動の支出額。主に外部資金による研
究・サービス・教育活動。
卒業率（6年間）(Six-Year Graduation Rate) フルタイム就学の新入生が入学後6年以内に卒業した割合
準学士号取得者数(Associate’s) 準学士号の年間取得者数。
二重登録者数(Dual Enrollment) 高校生のうち、大学の単位取得コースに登録している者の数。
資格取得者数(1-2年)( 1 to 2 Year Certificates) 24単位以上の取得を要件とする資格の年間取得者数。






















価を受ける。合計 100ポイントをとれば 5.45%の交付金を全額受給できる仕組みとなっている。 
なお，これらの成果指標は全てポイント化され，交付金の算定に反映される。図 1 はオース
ティン・ピー州立大学の例である。2015 年の例であるため，学生の単位取得状況の指標は 24









出所：THEC webサイト公表資料より抜粋 4) 
 
オースティン・ピー州立大学は図 2 に示すように，2014-15 年度の財源の 38.1%を州政府資
金が占めているが，このうちアウトカム・ファンディングおよび QAF で配分される州交付金
Estimated Sub‐pop Mission‐Based Weighted
Outcomes Data x / Scales = Scaled Data x Weights = Outcomes
Students Accumulating 24 hrs 1,516 1,516 X
Sub‐population Adults 250 40% 100
Sub‐population Pell 851 40% 341 +
Students Accumulating 48 hrs 1,421 1,421 +
Sub‐population Adults 352 40% 141 x
Sub‐population Pell 840 40% 336
Students Accumulating 72 hrs 1,387 1,387 X
Sub‐population Adults 455 40% 182 ‐ Out of State Tuition Revenue
Sub‐population Pell 799 40% 319 + Performance Funding:
Bachelors and Associates 1,582 1,582     Quality Assurance Amount
Sub‐population Adults 906 40% 362     (Quality Assurance Score)
Sub‐population Pell 877 40% 351 + Legislative Initiatives
Masters/Ed Specialist Degrees 309 0.3 1,029 20% 206
Doctoral / Law Degrees 0 0.05 0 0% 0
Research and Service 3,234,935 20,000 162 10% 16 X
Transfers Out with 12 hrs 206 1 206 10% 21
Degrees per 100 FTE 19 0.02 945 10% 94








































出所：NCES IPEDS Data Center 公表データより作成 
































































1)  全米州議会協議会（National Conference of State Legislatures）公表資料（2015年 7
月 15日）より。（http://www.ncsl.org/research/education/performance-funding.aspx 
2017年 11月 15日最終閲覧） 




based-funding-formula.html 2017年 11月 15日最終閲覧） 
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「平成 28 年度における国立大学法人運営費交付金の重点支援の評価結果について」 
 
その結果，平成 28 年度の予算配分は 75.5％～118.6％まで，大学間に反映率のばらつきが起
平成 28 年度における国立大学法人運営費交付金の重点支援の評価結果について 
 
平成 28 年 3 月 9 日 
 


























はじめに大学の活動と価値生産を定式化する。大学は，教育 E と研究 R から学術的価値
V を創っているものとする。 
 





E＝E  （Ｘ）， 
R＝R  （Y ）， 
 
によって表される。ここで，E （・），R （・）は教育，研究の生産関数で，Ｅ´＞0，Ｅ´´
＜0，Ｒ´＞0，Ｒ´´＜0 の性質を持っているとする。すなわち，図 1 の通り，予算が増えればア








は，教育 E と研究 R のアウトプットを評価するパラメタ bＥおよび bＲによって 
 








図 2 の①は予算の B を研究 Y により多く投入した場合，③は教育 X により多く投入した場
合，②両者の中間の任意の配分を行った場合に対応するアウトプットである。第 1 象限の太線











で表される。このとき，教育 E，研究 R 共に「多いほど価値 V は多い」とはいえるが，大学の
活動が教育 E のみ，研究 R のみに偏ってしまうよりも両者の適切なバランスが保たれて生み出
されることが社会的に望ましいと考えられる。したがって，教育の 1 は研究の 1 と完全に代替
（教育アウトプットの 1 の喪失は研究アウトプット 1 の増加で完全に補われる）ではなく，教
育と研究はともにある程度補完しあって価値 V を生み出しているとする。 











図3 教育と研究の社会的評価                           
 
以下，大学の学術的価値は V＝E・R の曲線によって表されるとする。この価値曲線は，E







図 4 において，点 S は，大学が研究に予算を多く配分したケースである。この点は産出フロ
ンティア曲線 FF 上にあるため，大学が実現可能な教育・研究の組み合わせである。これに対
応する大学産出の社会的価値評価曲線 V は点 S で FF 線と交差するＶSとなる。 
次に，点 T は同じく曲線 FF 上にあって，大学が実現可能な教育・研究の組み合わせである
ものうち，大学産出の社会的価値評価曲線と VTで接するケースである。VT曲線は VS曲線より
も右上方に存するため，こちらの方が社会的評価の高い状況となっている。 





















図 5 において，同じ予算配分（X＋Y＝）B の配分を受けても，点線で示される教育部門 E






























知るため，平成 27 年度の各国立大学の運営費交付金額 A，教育学生数 B，科学研究費交付金額
C をもとに，交付金 A の 1 単位当たりの教育アウトプット D（B/A）と，交付金 1 単位当たり
の研究アウトプット E（C/A）を求め，2 次元平面上にプロットしたものが，図 6 である。図 6
を見ると，横軸の教育指標＝交付金 1 単位当たりの学生数に張り出している大学と，縦軸の交
付金 1 単位当たりの科研費採択額に張り出している大学とに分けられる。 
− 60 −
  








交付金A の 1 単位当たりの教育アウトプット D（B/A）と，交付金 1 単位当たりの研究アウトプット
E（C/A）を計算。N=86。 
 






































ここで，図 7 のような FF 線持っている大学は，点 S，T，U の各教育・研究の選択点のうち，
S 点を選択すれば Bs の交付金を得られる。同じ交付金ルール（l 1から l 3の傾きは同じ）でも，
点 T や U を選択すると低い交付金しか得られない。 これに対して，教育の重みを増やした交
付金ルール（m1 ）では，点 S よりも T の方が高い交付金が得られるため，教育活動がより多
く選択される。 
 ここから，大学が収入を強く意識した教育・研究活動選択を行うとすれば，大学は交付金算







重みづけ（すなわち，直線 l や m の傾き）を持っている場合である。 
図 9 で，何らかの事情により大学活動で点 S が選択されていた場合，社会的価値評価は VS
しか実現していない。ここで，大学評価による競争的式配分のルールを太い直線のように設定
すると，点 S では，（次期に）BSの交付金であるのに対し，点 T では（次期に）BTの交付金が






                
 
図10 交付金算定基準と歪みのある活動選択水準 
                    





して活動選択を行うため，却って非効率（より低い V しか実現しない）ケースも起こりうる。 
 
図11 予算削減と価値生産の減少 
このケースは図 11 に示されている。かつて，社会価値と合致する教育・研究点 T が選択さ
れる予算配分がなされていたとする。その時の価値はV１が実現されていた。次に，予算配分の

















れば，大学の活動水準，選択 X は Z，W と一致できる。 















 参考資料 平成２７年度機関別採択件数・配分額一覧 
  A B C D E 
  交付金 学生数 科研 学生´ 科研´ 
  億円 人 百万 B/A C/A 
1 北海道大学 370 17,939 5,518 48.5 14.9 
2 北海道教育大学 67 5,554 142 82.9 2.1 
3 室蘭工業大学 26 3,124 127 120.2 4.9 
4 小樽商科大学 13 2,217 39 170.5 3.0 
5 帯広畜産大学 28 1,375 154 49.1 5.5 
6 旭川医科大学 52 1,123 248 21.6 4.8 
7 北見工業大学 22 2,114 146 96.1 6.7 
8 弘前大学 103 7,069 618 68.6 6.0 
9 岩手大学 68 5,773 344 84.9 5.1 
10 東北大学 456 18,357 9,791 40.3 21.5 
11 宮城教育大学 27 1,662 67 61.6 2.5 
12 秋田大学 94 5,181 552 55.1 5.9 
13 山形大学 115 8,818 831 76.7 7.2 
14 福島大学 35 4,251 220 121.5 6.3 
15 茨城大学 68 8,069 456 118.7 6.7 
16 筑波大学 404 16,571 3,706 41.0 9.2 
17 筑波技術大学 23 374 78 16.3 3.4 
18 宇都宮大学 55 5,017 301 91.2 5.5 
19 群馬大学 120 6,510 890 54.3 7.4 
20 埼玉大学 58 8,437 697 145.5 12.0 
21 千葉大学 174 14,660 2,110 84.3 12.1 
22 東京大学 803 28,160 21,613 35.1 26.9 
23 東京医科歯科大学 131 3,244 1,852 24.8 14.1 
24 東京外国語大学 29 4,647 329 160.2 11.4 
25 東京学芸大学 78 5,824 217 74.7 2.8 
26 東京農工大学 63 5,879 941 93.3 14.9 
27 東京芸術大学 46 3,394 - 73.8 - 
28 東京工業大学 212 10,110 4,703 47.7 22.2 
29 東京海洋大学 55 2,788 290 50.7 5.3 
30 お茶の水女子大学 45 3,116 272 69.2 6.0 
31 電気通信大学 50 4,518 655 90.4 13.1 
32 一橋大学 55 6,402 691 116.4 12.6 
33 横浜国立大学 77 10,028 950 130.2 12.3 
34 新潟大学 159 12,546 1,666 78.9 10.5 
35 長岡技術科学大学 37 2,612 334 70.6 9.0 
36 上越教育大学 29 1,357 76 46.8 2.6 
37 富山大学 127 9,024 787 71.1 6.2 
38 金沢大学 162 10,507 1,843 64.9 11.4 
39 福井大学 93 5,143 678 55.3 7.3 
40 山梨大学 92 4,818 721 52.4 7.8 
41 信州大学 136 11,125 1,217 81.8 8.9 
42 岐阜大学 109 7,392 825 67.8 7.6 
− 67 −
 43 静岡大学 91 10,007 901 110.0 9.9 
44 浜松医科大学 55 1,247 528 22.7 9.6 
45 名古屋大学 313 16,270 7,525 52.0 24.0 
46 愛知教育大学 46 4,262 92 92.7 2.0 
47 名古屋工業大学 41 5,625 561 137.2 13.7 
48 豊橋技術科学大学 37 2,244 522 60.6 14.1 
49 三重大学 114 7,480 616 65.6 5.4 
50 滋賀大学 29 3,730 85 128.6 2.9 
51 滋賀医科大学 60 1,166 355 19.4 5.9 
52 京都大学 531 23,391 13,962 44.1 26.3 
53 京都教育大学 35 1,720 73 49.1 2.1 
54 京都工芸繊維大学 48 3,912 406 81.5 8.5 
55 大阪大学 443 24,511 11,099 55.3 25.1 
56 大阪教育大学 61 4,310 155 70.7 2.5 
57 兵庫教育大学 34 1,628 55 47.9 1.6 
58 神戸大学 208 16,773 2,906 80.6 14.0 
59 奈良教育大学 24 1,382 100 57.6 4.2 
60 奈良女子大学 33 2,767 230 83.8 7.0 
61 和歌山大学 39 4,675 182 119.9 4.7 
62 鳥取大学 107 6,359 619 59.4 5.8 
63 島根大学 101 6,195 490 61.3 4.8 
64 岡山大学 179 13,191 2,062 73.7 11.5 
65 広島大学 247 15,017 2,688 60.8 10.9 
66 山口大学 117 10,441 1,077 89.2 9.2 
67 徳島大学 116 7,556 1,252 65.1 10.8 
68 鳴門教育大学 35 1,090 110 31.1 3.1 
69 香川大学 99 6,434 452 65.0 4.6 
70 愛媛大学 129 9,106 1,245 70.6 9.7 
71 高知大学 90 5,690 473 63.2 5.3 
72 福岡教育大学 32 3,048 56 95.3 1.7 
73 九州大学 412 19,090 6,903 46.3 16.8 
74 九州工業大学 49 5,849 548 119.4 11.2 
75 佐賀大学 105 7,065 424 67.3 4.0 
76 長崎大学 157 9,016 1,513 57.4 9.6 
77 熊本大学 152 10,499 1,656 69.1 10.9 
78 大分大学 91 5,750 369 63.2 4.1 
79 宮崎大学 94 5,573 503 59.3 5.4 
80 鹿児島大学 149 10,663 882 71.6 5.9 
81 鹿屋体育大学 13 857 64 65.9 4.9 
82 琉球大学 118 7,884 548 66.8 4.6 
83 政策研究大学院大学 19 404 309 21.3 16.3 
84 総合研究大学院大学 18 528 193 29.3 10.7 
85 北陸先端科学技術大学院大学 53 957 356 18.1 6.7 
86 奈良先端科学技術大学院大学 58 1,161 978 20.0 16.9 
出典：日本学術振興会「機関別採択件数・配分額一覧 
   https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/27_kdata/kohyo/h27_01.html 
− 68 −












































































































































 論点提起 2 は吉田香奈氏（広島大学）「米国州政府による大学評価に基づく資源配分」である。
州立大学に対する業績評価に基づく州交付金配分の動向についてまとめるものであった。評価
結果を州交付金の算出に反映させるパフォーマンス・ファンディングは 2015 年時点において





















 論点提起 3 は吉田浩氏（東北大学）「競争的資金配分と教育・研究の歪みについて―学術的価

























































































気回復とはいうものの実質成長率は 1 から 2 パーセントにすぎない。過去の財政赤字の蓄
積ともあいまって政府歳入が大きく拡大することは当面は期待できない。実はこれは先進
国共通の減少である。 


























 こうした政府の要求は 1980 年代から，国際的に明確になり始めた。 














































































1980 年代までの 12－3 パーセント程度から，最近の 4 割程度までに拡大した。 
 その結果として現在，日本学生支援機構が貸与している奨学金は，毎年，1 兆 1 千億円
程度に上っている。 
 こうした観点から日本の高等教育を支えるマクロ的な資金としての約 5 兆円の負担者別
の割合をごく荒っぽく整理すれば下のようになろう。 
 
      両面的な負担   金融市場を考慮に入れた場合 
   家計  3 兆円       家計の直接負担 2 兆円 
                 金融市場経由  1 兆円 
















































 第二は資源獲得の問題である。日本学生支援機構の奨学金貸与事業費（2017 年度予算）1 兆
円強の財源をみると，一般会計借入金は 900 億円弱で，7,000 億円余は財政投融資資金である。
この点で，総額約 5 兆円と推計できる高等教育費は金融市場への依存を強めつつあるといえる。


















質疑応答がなされた。それらは，上記 3 つの問題に関連するものであった。 

































































































































































会場：広島大学 学士会館２階 レセプションホール 
 
11 月 23 日（木） 
12：30～ 受 付  
13：00～13：20 開 会  
 副学長挨拶 宮谷 真人（広島大学理事・副学長（教育・東千田担当）） 
 ｾﾝﾀｰ長挨拶・ 
趣旨説明 大膳 司（広島大学高等教育研究開発センター長） 
セッション１ －基調講演－  
 司 会 大膳 司（広島大学）   
藤村 正司（広島大学） 
13：20～14：10 基調講演 高等教育財政の構造改革に向けて 
－なぜ混迷が深まるのか－ 
  合田 隆史（尚絅学院大学学長） 
14：10～14：30 質疑応答  
14：30～14：45 休 憩  
セッション２ －論点提起－  
  司 会 濱中 義隆（国立教育政策研究所）         二宮 祐（群馬大学） 
14：45～15：20 論点提起１ アメリカの研究大学における資源配分 
  阿曽沼 明裕（名古屋大学） 
15：20～15：55 論点提起２ 米国州政府による大学評価に基づく資源配分 
  吉田 香奈（広島大学） 
15：55～16：30 論点提起３ 競争的資金配分と教育・研究の歪みについて 
  吉田 浩（東北大学） 
16：30～16：40 休 憩  
セッション３ －コメントとディスカッション－ 
  司 会 浦田 広明（桜美林大学） 
丸山 文裕（広島大学） 
16：40～17：05 コメント 金子 元久（筑波大学） 
17：05～17：45 ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ  











濱中　義隆 （国立教育政策研究所） 吉田　浩 （東北大学）
二宮　祐 （群馬大学） 浦田　広朗 （桜美林大学）
阿曽沼　明裕 （名古屋大学） 金子　元久 （筑波大学）
吉田　香奈 （広島大学）
（参加者）
秋山　克美 （放送大学） 坂詰　貴司 （学校法人芝学園）
有本　章 （兵庫大学） 白川　志保 （学校法人日本教育財団）
井芹　俊太郎 （東京大学） 白川　展之 （科学技術・学術政策研究所）
遠藤　健 （早稲田大学） 成定　薫 （広島大学　名誉教授）
大森　不二雄 （東北大学） 原田　健太郎 （島根大学）
大矢　龍弥 （広島大学） 久野　吉光 （日本ショトーカ研究所）
岡本　拓士 （広島大学） 廣内　大輔 （岐阜大学）
金子　研太 （九州共立大学） 山本　眞一 （桜美林大学）








Summary Report of the Research Institute for Higher 
Education Annual Study Meeting, 2017 
 
 
This report is a summary of the 45th Research Institute for Higher Education 
Annual Study Meeting, held at the Higashi-Hiroshima campus of Hiroshima 
University in 2017. The theme of the year was “Financial Issues of Higher 
Education – Marketization of Funding Resources”. Takafumi Goda, President of 
Shokei Gakuin University, opened proceedings with an inaugural speech entitled 
“Restructuring of higher education finance”. Subsequently, three speakers made 
presentations, followed by comments and discussion. 
Japanese universities are at a significant turning point regarding their 
management as financial assistance to higher education is being reduced. More 
specifically, the basic research funding available from the central government is 
being reduced, and universities increasingly have to apply for competitive research 
funding. As a result, the sum total of scientific research funds has increased, but 
the drop in the relative international position of Japanese research activities is 
brought into question. 
At this Annual Study Meeting, we learned about the policy and circumstances 
of higher education finance from a leading expert in the field and discussed what 
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